
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

土地収用法の特例による裁定申請について
（一般国道475号東海環状自動車道）

国土交通省中部地方整備局

用地部 用地企画課

令和 ５年 ７月 ２０日



１. 東海環状自動車道

全体の約７割（延長約１０９ｋｍ）が開通済み。 西回りの早期開通に向け、工事等を推進中。

東海環状道（事業中）

東海環状道（開通済）

その他の高速道路（開通済）

主な国道

凡　　例
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東海環状自動車道

至 養老ＩＣ
（岐阜県）

北勢ＩＣ（仮称）

大安ＩＣ

東員ＩＣ

新名神高速道路

至

四
日
市
Ｊ
Ｃ
Ｔ

至 菰野ＩＣ2016.10撮影

新四日市ＪＣＴ

１－２. 東海環状自動車道（三重県区間）
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２． 用地取得の経過

（北勢ＩＣ）

四日市
ＪＣＴ

至 養老IC

至 鈴鹿

至

名
古
屋

至

名
古
屋

四日市港

・平成３１年 ３月 事業認定告示
(岐阜県境～北勢IC手続保留）

・令和 ２年１０月 手続開始告示

・令和 ３年 １月 裁定申請

・令和 ３年 ２月 裁定手続開始の決定

・令和 ３年 ５月 裁定手続完了

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成30年法律第49号）
第27条 起業者は、土地収用法第20条の事業の認定を受けた収用適格事業について、その起業地内に

ある特定所有者不明土地を収用し、又は使用するときは、同法第26条第１項の規定による告示があった日
から１年以内に、当該特定所有者不明土地の所在地を管轄する都道府県知事に対し、特定所有者不明土地
の収用又は使用についての裁定を申請することができる。

所有者不明土地法による裁定手続

裁定申請地
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３． 所有者不明土地法の体系

➣所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成30年法律第49号）

➣所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法施行令

➣所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法施行規則

➣地域福利増進事業ガイドライン（国土交通省不動産・建設経済局）

法律

政令

省令

ガイドライン

4

・・・所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律
（令和４年法律第３８号）

➣所有者不明土地の管理の適正化のための措置に関するガイドライン（同上）



申請が
相当でないと
認めるとき

○土地収用法の事業の認定を受けた収用適格事業について、その起業地内にある特定所有者不明土地を収用等し
ようとするときは、都道府県知事に対し、特定所有者不明土地の収用等についての裁定を申請することができる。
（収用委員会による権利取得裁決・明渡裁決を都道府県による裁定に一本化するとともに、審理手続を省略）

○都道府県知事による公告・縦覧の結果、土地所有者等から申出があった場合等には、特例制度による手続は却下
され、必要に応じ土地収用法に基づく裁決手続を行うこととなる。

○ 都市計画法の認可等を受けた都市計画事業についても、同様に新法の裁定手続が可能。

所有者不明土地法の
裁定手続

事
業
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定
の
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地
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土地収用法の事業認定手続 土地収用法の裁決手続

都
道
府
県
知
事
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裁
定
の
申
請

補
償
金
の
供
託

申
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が
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で
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土
地
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者
等
か
ら
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議
申
出
が
あ
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と
き
等
以
外
の
と
き

起業地内にある
特定所有者不明土地を

収用等する場合

補
償
金
の
支
払
等

裁定申請が
あった旨等
の公告・

事業計画書
等の縦覧
（２週間）

裁定手続
開始

の決定
裁
定

４．土地収用法の特例の概要

収用委員会の
意見聴取

裁定申請の却下

土地所有者等から
異議申出があったとき等
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5． 「所有者不明土地」等の定義

所有者不明土地法では、「相当な努力が払われたと認められるものとして政令で定める方法により探索を行っても
なおその所有者の全部又は一部を確知することができない一筆の土地」と定義。【法第２条第１項】

 相当な努力が払われたと認められる方法は、土地所有者確知必要情報（※１）を取得するために①～④の全ての
措置をとる方法とする。【政令第１条】

① 土地の登記事項証明書の交付を請求すること。

② 当該土地の占有者その他の土地所有者確知必要情報を保有すると思料される者（※２）に対し、当該情報の
提供を求めること。

③ 土地の所有者と思料される者が記録されている住民基本台帳その他の書類（※３）を備えていると思料され
る市町村長又は登記所の登記官に対し、当該情報の提供を求めること。

④ 所有者と思料される者に対し、書面の送付その他の土地の所有者を特定するための措置（※４）をとること。

※１ 土地の所有者と思料される者の氏名又は名称及び住所又は居所その他の土地の所有者を確知するために必要な情報【政令第１条】

※２ 土地の所有権以外の権利者、固定資産課税台帳・地籍調査票等を備えると思料される市町村長等、親族、在外公館の長等【省令第１条】

※３ 戸籍簿、除籍簿、戸籍の附票【省令第２条】 ※４ 書面の送付又は訪問のいずれか【省令第３条】

所有者不明土地のうち、「現に建築物（物置その他政令で定める簡易な構造の建築物で政令で定める規模未満の
もの（※５）又はその利用が困難であり、かつ引き続き利用されないことが確実であると見込まれる建築物として
建築物の損傷、腐食その他の劣化の状況、建築物からの経過年数その他の事情を勘案して政令で定める基準に該
当するものを除く）が存せず、かつ、業務の用その他の特別の用途に供されていない土地」と定義。【法第２条第２項】

※５ 物置、作業小屋又はこれらに類するものであって、階数が１（平屋建て）で、床面積が20平方メートル未満の建築物【政令第２条第１項、
第２項】

土地収用法の特例の対象

所有者不明土地

特定所有者不明土地
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6． 裁定申請

【所有者不明土地法】
（裁定申請） 第

二十七条
２ 前項の規定による裁定の申請（以下この款において「裁定申請」という。）をしようとする起業者は、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載し
た裁定申請書を都道府県知事に提出しなければならない。

３ 前項の裁定申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。
一 土地収用法第四十条第一項第一号の事業計画書に記載すべき事項に相当するものとして国土交通省令で定める事項を記載した事業計画書
二 次に掲げる事項を記載した補償金額見積書
イ 特定所有者不明土地の面積（特定所有者不明土地を含む一団の土地が分割されることとなる場合にあっては、当該一団の土地の全部の面積を含む。）
ロ 特定所有者不明土地にある物件の種類及び数量
ハ 特定所有者不明土地等の確知所有者の全部の氏名又は名称及び住所
ニ 特定所有者不明土地の確知関係人（土地収用法第八条第三項に規定する関係人（ホにおいて単に「関係人」という。）であって、相当な努力が払われたと
認められるものとして政令で定める方法により探索を行ってもなお確知することができないもの以外の者をいう。次条第二項において同じ。）の全部の氏名又
は名称及び住所並びにその権利の種類及び内容

ホ 特定所有者不明土地を収用し、又は使用することにより特定所有者不明土地所有者等（特定所有者不明土地の所有者又は関係人をいう。以下同じ。）が
受ける損失の補償金の見積額及びその内訳

三 その他国土交通省令で定める書類

裁定申請書
• 起業者の氏名又は名称及び住所

• 事業の種類

• 特定所有者不明土地の所在、地番、

地目及び地積

• 特定所有者不明土地の所有者の全部

又は一部を確知できない事情

• 特定所有者不明土地の所有権その

他の権利の取得・消滅時期

• 土地・物件の引渡し・移転期限 等

事業計画書
• 事業計画の概要／事業の開始・完成時期／事業に要する経費及びその財源／事業の施行

を必要とする公益上の理由／起業地を当該事業に用いることが相当である理由 等

補償金額見積書
• 特定所有者不明土地の面積／特定所有者不明物件の種類及び数量／確知所有者の全部

の氏名又は名称及び住所／確知権利者の全部の氏名又は名称及び住所並びにその権利

の種類及び内容／補償金の見積額及びその内訳 等

その他国土交通省令で定める書類
• 起業地・ 事業計画に関する図面／特定所有者不明土地の所有者探索の過程で得られた、

所有者を確知できない事情を明らかにする書類／補償金の見積額の積算基礎 等
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●登記名義人 所有者 A

●収用土地

●物 件 立木 （天然林４本）

●関係人 なし

登記事項証明書 （土地）

Ａ

現地写真

用地図

公簿 現況 公簿（㎡） 実測（㎡） 収用（㎡） 使用（㎡）

原野 山林 23 25.67 25.67 0

地目 地積 面積

7． 特定所有者不明土地の状況
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8．本件土地所有者相続関係図
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9． 土地所有者確知必要情報の探索

（政令第１条第１項から第５項、省令第１条から第３条関係）

10

探索の対象となる書類 請求先 請求の根拠規定 得られた情報

登記事項証明書（土地） 津地方法務局桑名支局 ー
登記名義人 A
※Aの住所に書面を送付したが宛先不明として返送
された。

登記事項証明書（立木） 津地方法務局桑名支局 ー
該当なし
※立木に明認札等の所有権を公示するものはない。

住民基本台帳 いなべ市
住民基本台帳法
第12条の2第１項
第12条の３第1項第3号・第７項

住民票の記録なし

戸籍又は除籍簿 いなべ市
戸籍法
第10条の２第１項第3号・第2項

天保８年出生 大正６年死亡
※明治15年以前の除籍簿については廃棄済である
ことの証明書を受領。相続人が判明せず。

戸籍の附票 いなべ市
住民基本台帳法
第20条第2項・第3項 第3号

※明治15年以前の除籍の附票については廃棄済で
あることの証明書を受領。相続人が判明せず。

地籍調査票 いなべ市 法第４３条第1項・第2項 該当なし

固定資産課税台帳 いなべ市 法第４３条第1項・第2項

納税義務者 Ｂ（死亡）
Ｂ相続人 ： 納税管理者 Ｃ（妻）、 Ｄ（息子）

※訪問し、所有権を保有していないことを確認した。



10．裁定申請書
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11． 所有者不明土地法と土地収用法の手続比較

◆所有者不明土地法の裁定手続
項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 （ヶ月）

立入調査 ●

補償金算定・申請書作成 ●

裁定申請 ●

裁定申請書の公告・縦覧（2週間） ●

裁定手続開始の決定 ●

裁定手続開始の公告 ●

裁定手続開始の登記 ●

収用委員会への意見聴取 ●

裁定 ●

裁定通知書の送付・公告 ●

補償金の供託 ●

所有権移転登記 ●

◆土地収用法の裁決手続
項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 （ヶ月）

立入調査 ●

土地・物件調書の作成 ●

補償金算定・申請書作成 ●

裁決申請及び明渡裁決申立 ●

裁決申請書の公告・縦覧（２週間） ●

裁決手続開始の決定 ●

裁決手続開始の公告 ●

裁決手続開始の登記 ●

審理開催の通知の発送 ●

起業者代理人の選任 ●

第１回審理 ●

裁決調整会議 ●

権利取得裁決及び明渡裁決 ●

裁決書の送付 ●

補償金の供託 ●

所有権移転登記 ●

　 ※立入調査～所有権移転登記まで、裁決手続（三重県内他事例）では１０ヶ月かかるところ、裁定手続は６ヶ月で完了した。

手
続
き

手
続
き
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